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1. はじめに
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新型コロナウイルスの発生により、障がい者雇用は大きな打撃を受けた

１. はじめに

新型コロナウイルスの発生により、皆様の企業・組織でも様々な影響を受けたのではないでしょうか？

 感染の恐れから、社員の出勤

を停止せざるを得なく、

開店休業状態

 取引先が操業停止

し、

業務量が激減した

 新型コロナウイルス関連倒産が

全国で656件判明。

※2020年10月28日時点

 この期間中に倒産した

特例子会社もいる

発注

停止

出所）帝国データバンク「新型コロナウイルス関連倒産」（2020年）
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新型コロナウイルス流行後、自然災害や感染症への備えに対する関心は高まっている

１. はじめに

出所）NRI・NRIみらい「障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査」（2020年8月実施）

新型コロナウイルス流行以前・以後の自然災害や感染症への対応策の策定状況

特例子会社

(N=213)

Single Answer

8.9%

17.8% 13.6%

11.3% 10.3%

7.5%

24.8%

20.7%

42.5%37.6%

2019年12月

5.2%

対応策と体制を整備

2020年6月

対応策を整備

対応策を策定中

対応策策定の予定なし

対応策を策定予定

その他

(N=214)

*2020年6月の状況については、「その他」を含めずに調査実施
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コロナを契機に障がい者雇用の“リスク”について考える必要があるのでは？

１. はじめに

リスクとは、「何らかのインシデントが発生した際に、企業・組織の経営に影響が及ぶ事象が発生する可能性がある

状態」を指す

リスクa

リスクb

リスクc

リスクd

事象B

事象D

インシデントをきっかけに、

事象が顕在する

平常時には、経営活動

の裏に潜在している

リスクの定義

出所）リスクマネジメント協会「リスクマネジメントシステムガイドライン（初級編）」よりNRI作成

災害・パンデミック・

情報漏洩等のインシデント発生
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新型コロナウイルスの発生により、障がい者雇用が足元で直面した状況と、

今後発現する可能性のある経営上のリスクについて検討する

１. はじめに

目指すゴール

検討課題

可能な限り早く復旧する
引き続き危機を乗り越え、

持続可能な成長を実現する

時間

提供価値

（事業・非事業）
足元 将来

100%

（通常のレベル）

0%

新型コロナウイルスの発生により、

これまで通り価値が発揮できなくなる

予期せぬリスクの発現により、

経営が危機にさらされる可能性

• 障がい者雇用企業の経営に

どのような影響が及んだのか

• 新型コロナウイルスが与えた影響に、

どのように対応すれば良いか

• 将来的に経営を危機にさらすリスク

はあるか

本パートの検討範囲
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2.新型コロナウイルスの流行により障がい者雇用に起きたこと
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新型コロナウイルスは、参加者の皆様の企業・組織に、様々な影響を及ぼしたのではないか。

特に直近では、皆様の売上や労務管理、業務手順に影響が出ているのではないか

２.新型コロナウイルスの流行により障がい者雇用に起きたこと

6.2%

5.7%

15.6%

20.9%

57.1%

24.9%

23.1%

37.1%

52.1%

44.5%

25.6%

10.4%

55.2%

50.5%

33.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

会社の存続（破綻・倒産の発生や検討の実施）（Ｎ=211）

会社の存在意義（ビジョン、ミッション等）（Ｎ=209）

お客様（納入先等）の発注量（注文の急増、停止等）（Ｎ=212）

事業領域・事業メニュー・活動領域（Ｎ=211）

会社の経営計画、経営管理、ガバナンス等（Ｎ=212）

お取引先（仕入れ先等）（資材不足、調達停止等）（Ｎ=209）

お客様・お取引先への物資の運搬・情報等のやり取り（Ｎ=208）

その他（Ｎ=6）

社員とのコミュニケーション・連絡体制（Ｎ=213）

社員の勤務管理、仕事量の調整、成果管理（Ｎ=213）

社員の採用（就労移行機関、学校、人材紹介会社等）の方法や時期・考え方（Ｎ=211）

事業に必要な設備、機器、ソフトウエア等の整備・導入（Ｎ=211）

事業に必要な資金調達・活用（Ｎ=211）

自宅待機や外出自粛に伴う、業務形態（テレワークへの転換等）（Ｎ=212）

社員の体調面、メンタル面、福利厚生へのケア（Ｎ=214）

新型コロナウイルスが、特例子会社のどのような側面に影響を与えたか（項目毎に回答）

特例子会社

出所）NRI・NRIみらい「障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査」（2020年8月実施）
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新型コロナウイルスにより、全ての事業ドメインで売上が減少した

２.新型コロナウイルスの流行により障がい者雇用に起きたこと

接触を伴う業務（顧客対応）、比較的緊急性の低い業務（研究開発・教育研修関連等）において、売上が大

きく減少している。

出所）NRI・NRIみらい「障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査」（2020年8月実施）

売上上位3業務における新型コロナウイルスの影響による売上変化

：2019年6月時点の売上を100とした時の2020年6月時点の値

特例子会社

77.7

40.0

65.8

72.5

63.3

52.7

68.8

46.7

79.6

79.2

30.0

89.5

93.3

27.5

81.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

売上上位3位の平均値

5. 小売・外食（店舗の運営・販売・厨房業務等）

1. 農林水産業（作物の栽培、選別等の農作業等）

4. 物流業務（物流センターでの梱包・仕分け・ピッキング等）

2. 製品・部品等の設計

3. 製品・部品等の製造・組立

6. 福利厚生、福祉、医療（保育、介護、鍼灸マッサージ等）

7. 部品・製品等の修理・メンテナンス

11. 研究開発、商品企画（アクセシビリティ検証を含む）

8. 顧客対応（受付・接客、来客案内、ヘルプデスク等）

9. 事務的業務（総務・経理的業務）（データ入力・社内便・電子化・印刷業務・書類チェック等）

10. 清掃、クリーニング、設備・機器管理

12. システム関連業務（HP制作、プログラミング、ソフトウェアを用いた業務等）

13. 調査・情報収集、コンサルティング

14. 教育・研修関連業務（教材作成、講師、セミナー準備・運営等）

15. その他

(N=186)
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81.3

50.0

56.1

77.8

26.7

40.0

80.0

100.0

67.6

66.7

84.2

66.7

66.7

71.9

18.8

50.0

39.0

19.4

73.3

46.7

20.0

30.2

32.4

100.0

15.8

33.3

33.3

22.8

4.9

13.3

5.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

13. 調査・情報収集、コンサルティング

4. 物流業務（物流センターでの梱包・仕分け・ピッキング等）

0.05. 小売・外食（店舗の運営・販売・厨房業務等）

6. 福利厚生、福祉、医療（保育、介護、鍼灸マッサージ等）

0.0

0.0

7. 部品・製品等の修理・メンテナンス

2.8

0.00.0

9. 事務的業務（総務・経理的業務）（データ入力・社内便・電子化・印刷業務・書類チェック等）

8. 顧客対応（受付・接客、来客案内、ヘルプデスク等）

2.2

10. 清掃、クリーニング、設備・機器管理

0.0

11. 研究開発、商品企画（アクセシビリティ検証を含む）

0.012. システム関連業務（HP制作、プログラミング、ソフトウェアを用いた業務等）

0.0

3. 製品・部品等の製造・組立

2. 製品・部品等の設計

0.014. 教育・研修関連業務（教材作成、講師、セミナー準備・運営等）

15. その他

0.0

0.0

0.9

1. 農林水産業（作物の栽培、選別等の農作業等）

新型コロナウイルスにより、一部の企業では業務の実施方法を変更した

２.新型コロナウイルスの流行により障がい者雇用に起きたこと

接触を伴う業務（製品・部品等の設計、小売・外食、福利厚生・福祉・医療、等）において、実施方法を変更し

た割合が高い。

出所）NRI・NRIみらい「障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査」（2020年8月実施）

売上上位3業務における新型コロナウイルスの影響による実施方法の変化

：2019年6月時点の状況と比較した2020年6月時点の状況

特例子会社

通常通り業務を行っている 実施方法を一部変更して業務を行っている その他
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将来的には、事業ドメインや会社の存在意義への影響が危惧されているのではないか。

２.新型コロナウイルスの流行により障がい者雇用に起きたこと

23.7%

22.0%

45.8%

46.9%

23.1%

22.0%

26.4%

29.6%

26.8%

34.6%

34.1%

28.4%

21.7%

35.5%

66.7%

0% 20% 40% 60% 80%

会社の存続（破綻・倒産の発生や検討の実施）（Ｎ=211）

事業領域・事業メニュー・活動領域（Ｎ=211）

社員とのコミュニケーション・連絡体制（Ｎ=213）

お取引先（仕入れ先等）（資材不足、調達停止等）（Ｎ=209）

会社の存在意義（ビジョン、ミッション等）（Ｎ=209）

会社の経営計画、経営管理、ガバナンス等（Ｎ=212）

その他（Ｎ=6）

お客様（納入先等）の発注量（注文の急増、停止等）（Ｎ=212）

社員の体調面、メンタル面、福利厚生へのケア（Ｎ=214）

お客様・お取引先への物資の運搬・情報等のやり取り（Ｎ=208）

社員の勤務管理、仕事量の調整、成果管理（Ｎ=213）

社員の採用（就労移行機関、学校、人材紹介会社等）の方法や時期・考え方（Ｎ=211）

事業に必要な設備、機器、ソフトウエア等の整備・導入（Ｎ=211）

事業に必要な資金調達・活用（Ｎ=211）

自宅待機や外出自粛に伴う、業務形態（テレワークへの転換等）（Ｎ=212）

新型コロナウイルスが、今後特例子会社のどのような側面に影響を与えるか（項目毎に回答）

特例子会社

出所）NRI・NRIみらい「障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査」（2020年8月実施）
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コロナの影響は時間とともに企業の経営レベルに推移していくと考えられている

２.新型コロナウイルスの流行により障がい者雇用に起きたこと

ミッション

経営計画

事業ドメイン

業務プロセス・

バリューチェーン

ヒト・モノ・カネに関する

組織・制度設計

作業手順・ワークスタイル

• 会社の存在意義

（ビジョン、ミッション等）

• 会社の経営計画、

経営管理、ガバナンス等

• 事業領域・事業メニュー・

活動領域

• お客様（納入先等）の

発注量（注文の急増、

停止等）

• 自宅待機や外出自粛に

伴う、業務形態

（テレワークへの転換等）

• 社員の勤務管理、仕事量

の調整、成果管理

57.1%

52.1%

55.2%

6.2%

20.9%

15.6% 45.8%

46.9%

22.0%

23.1%

26.8%

21.7%

出所）NRI・NRIみらい「障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査」（2020年8月実施）

影響の例 既に影響があった 今後影響がある

企業の経営レイヤーにおける新型コロナウイルスの影響の移り変わり

特例子会社



13Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

柔軟な働き方の必要性を感じ、今後の働き方や事業内容を見直すケース

２.新型コロナウイルスの流行により障がい者雇用に起きたこと

出所）ヒアリング結果を基にNRI整理

ミッション

経営計画

事業ドメイン

業務プロセス・

バリューチェーン

ヒト・モノ・カネに関する

組織・制度設計

作業手順・ワークスタイル

事務業務等を行う特例子会社A社で起きたこと

障がい者社員の出勤を

停止したが、在宅でできる

業務がないため

ほぼ自宅待機状態

人手不足により、

同じ業務量をこなすことに

難しさを感じる

在宅勤務を導入するために、

環境整備や

業務内容の変更を検討

在宅導入に合わせて、

採用方針の変更を検討

コロナによる影響 将来的な影響・見直し
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メイン事業の稼働が停止・縮小したことで、事業ポートフォリオを再検討するケース

２.新型コロナウイルスの流行により障がい者雇用に起きたこと

出所）ヒアリング結果を基にNRI整理

ミッション

経営計画

事業ドメイン

業務プロセス・

バリューチェーン

ヒト・モノ・カネに関する

組織・制度設計

作業手順・ワークスタイル

クリーニング業等を行う特例子会社B社で起きたこと

顧客のクリーニング用品を回収する

取引先が臨時休業

クリーニング事業を停止

事業ドメイン・ポートフォリオの

見直し

今年度の経営計画を再考

将来的な影響・見直し

クリーニング需要が大幅に減少

メイン事業の収益が

大幅に減少

コロナによる影響
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事業規模が縮小したことで、今後の組織の在り方を見直すケース

２.新型コロナウイルスの流行により障がい者雇用に起きたこと

出所）ヒアリング結果を基にNRI整理

ミッション

経営計画

事業ドメイン

業務プロセス・

バリューチェーン

ヒト・モノ・カネに関する

組織・制度設計

作業手順・ワークスタイル

オフィス管理・清掃業等を行うC社で起きたこと

感染リスクが高いため

障がい者社員の

出勤を停止

障がい者社員が担当する

業務が停止する

組織の活動目標を変更

将来的な影響・見直し

現場で実施できる業務も

規模を縮小する

事業規模をコロナ以前より

縮小

コロナによる影響
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新型コロナウイルス感染の懸念から、障がい者社員の出勤を制限したものの、

生活リズムが変化したことで、新たな健康リスクが発現した

２.新型コロナウイルスの流行により障がい者雇用に起きたこと

体調不良/

精神的ストレスの増加
感染の懸念

出勤停止・制限

新型コロナウイルスの

流行
障がい者社員は、

感染した場合に

健康への影響が大きい

障がい者社員の感染を

防止するために、接客を

伴う業務を停止した。

長期間の自宅待機で、

障がい者社員が精神的に

不安定になった。

こうした事象は他の社員より

発生しやすく、

影響も大きいのでは

新型コロナウイルスの流行が障がい者社員の健康面に与えた影響

出所）ヒアリング結果を基にNRI整理
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障がい者雇用企業・組織では、受注量・職域や働き方、社員の健康に影響があった。今後、

現場レベルにとどまることなく、企業・組織の経営レベルのリスクを発現させていくのではないか

２.新型コロナウイルスの流行により障がい者雇用に起きたこと

• 法定雇用率未達
ミッション

経営計画

事業ドメイン

業務プロセス・

バリューチェーン

ヒト・モノ・カネに関する

組織・制度設計

作業手順・ワークスタイル

• 自社の統廃合

• 経営計画の見直し

• 事業の停止・縮小

• 収益減少

• 人員の減少

• 業務停止・縮小

• 出勤停止、ワークスタイルの変更

（対面で業務ができない、等）

• 作業手順の変更

• 親会社・組織が障がい者雇用

企業・組織の存在意義を見直す

• 親会社・組織が障がい者雇用

企業・組織の経営目標を変える

• 顧客・ニーズの

減少

• 取引先の事業停止・倒産（必

要資材の入手困難化を含む）

• 家族、支援機関等との連携困難

• 採用活動の困難化

社内におけるリスク事象 社外におけるリスク事象

• 従業員の疾病・精神的問題

• 従業員の管理方法の変更

• 取引手法の変更（対面での

取引ができない、等）

受注量・職域

への影響

企業を支える社員の

健康への影響

働き方への影響
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新型コロナウイルスの流行は、障がい者雇用企業・組織の

受注量や働き方、社員の健康に打撃を与えました。

この問題は現場レベルにとどまらず、

企業・組織の経営レベルの課題につながっていくことも考えられます。

既に経営レベルへの打撃を感じている方もいらっしゃるのではないでしょうか？

このような足元の状況に対して、障がい者雇用企業・組織には

どのような対応が求められるのでしょうか？
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受注量や働き方への影響度によって、足元で見直しを迫られるテーマが異なる

２.新型コロナウイルスの流行により障がい者雇用に起きたこと

事業ドメインの拡大・見直しや働き方の見直しを組み合わせて、マイナスの影響を低減させようとする。

企業・組織の状況によっては、存在意義の見直しが行われることもある。

 新型コロナウイルスの影響

を受けない事業形態

 発現したリスクに対して

柔軟に適応

小 働き方への影響
受
注
量
・
職
域
へ
の
影
響

 取引先の事業停止

 顧客のニーズ変化

 出勤停止によ

る人員の減少

 作業手順の

変更

大

小

大

事業ドメインの拡大・

見直し
存在意義の見直し

働き方の見直し

新型コロナウイルスによって障がい者雇用企業・組織が受けた影響と、見直しを迫られるテーマ

出所）ヒアリング結果を基にNRI整理
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実際に出勤するだけではなく、テレワークの導入も考えられる。働く環境を整えることで、

障がい者社員の意欲を維持することの他に、業務の幅が広がる可能性もある

２.新型コロナウイルスの流行により障がい者雇用に起きたこと

働き方の見直し

現場での業務を再開する テレワークを取り入れる

出所）ヒアリング結果を基にNRI整理

業務を続けるには出勤が必須だけれど、

社員が感染しないためにはどうすれば…

 感染から身を守るモノを整備
 感染から身を守る装備

 ソーシャルディスタンスを保つオフィス設計

 感染対策情報を提供
 ガイドラインの作成

 作成したガイドラインの徹底周知

 感染を防止するための社員管理
 毎朝検温を実施

 3密を回避する勤務体制

障がい者社員やその保護者から、

「毎日行くところがあり、外出してやるべきことが

あることで、規則正しく過ごせて良かった」

という声をいただいた
障がい者社員の出社再開に

取組んだ担当者

出勤はさせたくないけれど、

遠隔で働けるか不安…

技術の進化により、障がい者がテレワークで

取り組める業務の幅は広がるはず。

業務改善の視点で取り組むことで、グループ全体

の生産性向上やリスク低減に資するのでは
テレワークの普及に

取り組む企業様

具体的な取組例 具体的な取組例

 報・連・相をしやすい環境づくり
 業務の進捗や悩み事を相談しやすくするためのツール

を導入

 メンタルケア
 一日一回、電話で健康状態や気軽な会話を行う

 リアルな支援
 業務中の些細なトラブルを、近隣の支援機関等に

依頼

出社再開時の悩み テレワーク導入時の悩み
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（参考）各社様々な工夫を凝らして、新しい働き方に対応している

２.新型コロナウイルスの流行により障がい者雇用に起きたこと

働き方の見直し

職場での3密を回避する 関係の希薄化や精神的なストレスを防ぐ

Ex1)シフト調整や間仕切りの設置で職場の密集を防ぐ Ex1)毎日の朝礼・終礼時にTV会議で全社員をつなぐ

• 全員をつなぐことで、帰属意

識を高める

• 定期的にメールやTV会議で

1on1のコミュニケーションを取

る場合もある

Ex2)メンタルケアサービスを導入するEx2)ガイドラインを配布し接触の回避を徹底する

出所）ヒアリング結果を基にNRI整理

• オンラインで臨床心理士と個

別相談ができるオンラインカウ

ンセリングサービスもある。

• 障がい者の方からの相談実

績もあり、仕事の相談だけで

はなく、会社には言いづらい

家庭問題に関する相談が寄

せられることもある。

• 出社再開後だけではなく、

再開前の準備として、障がい

者社員に事前配布した事例

も

• 感染を防止するために、オ

フィス環境や勤務体制を見

直す
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顧客の幅を広げる、あるいは業務の幅を広げる対応が考えられる。

ただし、事業ドメインを広げるためには顧客へのアピールや障がい者社員の育成が欠かせない

２.新型コロナウイルスの流行により障がい者雇用に起きたこと

コロナ以前の

業態

新たな取組

工夫や

課題

法人顧客だけではなく

地域住民を顧客として開拓した例

（特例子会社B社・クリーニング業）

新型コロナウイルスにより

新たに生まれた需要に適応した例

（特例子会社D社・清掃業）

• 集合住宅の管理会社を通じてクリーニン

グ品を回収

• グループ企業の事業所や営業所の清掃

業務が中心

• 地域の一般住民向けサービスを開始 • 会議室等の消毒作業を開始

• 地域ブランドとして育てるために、住民向

け現場見学会を開催する等、様々な方

法でアピールに取り組む

• 作業手順を確立するための育成機会が

不足している

• 感染リスクの増加が懸念される

出所）ヒアリング結果を基にNRI整理

コロナによる変化 管理会社の稼働がストップ 会議室の消毒ニーズが発生

事業ドメインの拡大・見直し
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受注量や働き方に大きな打撃を受けた障がい者雇用企業・組織では、

自社の存在意義を見直すきっかけとなった場合もある

２.新型コロナウイルスの流行により障がい者雇用に起きたこと

C社は、新型コロナウイルスの発生による業務停止から、従来通りの目標達成が難しいことを早い段階で自覚した。

以前から自社を取り巻く環境の変化は感じており、新型コロナウイルスの発生が後押しとなって目標を転換した。

存在意義の見直し

ビジネスに貢献し、

利益を出すことを

目指してきた

これまで通り成長目標を

追い続けることは難しい
• 今の職域では、これまで通りの活動目標

を維持することが難しい

• 新たに職域を開発し、障がい者社員を育

成しても間に合わない

目標の方向転換は

コロナ以前から考えていた
• 高齢化

• 旧体制下での離職者の増加

ビジネス貢献から社会貢献に

ウエイトを移す
• 旧来の目的を一度変更し、新しいもの

を目指す

• 会社と認識をすり合わせながら検討した

C社が組織目標の転換に至った背景

業務停止

従来の目標 新型コロナウイルスの流行で考えたこと 結果

出所）ヒアリング結果を基にNRI整理
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受注量や働き方、社員の健康に影響を受けた

障がい者雇用企業・組織は、事業ドメインの拡大・見直し、

働き方の見直し、存在意義の見直しという対応を取っていました。

企業・組織が受けた影響を整理し、その影響度に応じて

足元で必要な対応を見極める必要があると考えられます。

一方で、足元の影響だけではなく、

将来的なリスクにも目を向ける必要があるのではないでしょうか。
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３. 「水面下」に潜む障がい者雇用のリスク
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以前から策定・検討していた自然災害や感染症・疫病等への対応策は、

新型コロナウイルスの流行に対しても機能したと考えられている

３. 「水面下」に潜む障がい者雇用のリスク

出所）NRI・NRIみらい「障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査」（2020年8月実施）

新型コロナウイルスの流行以前に対応策を策定していた特例子会社における、対応策への手応え

特例子会社

33.1%

54.8%

10.5%1.6%
1. 機能した（対応策に基づいて新型コロナウイルスに対応し、

大きなトラブルもなく事業が継続できた 等）

2. どちらかと言えば機能した（対応策に基づいて新型コロナウイルスに対応し、

一部トラブル・見直し等はあったものの事業は継続できた 等）

3. どちらかと言えば機能しなかった

（対応策に基づいて新型コロナウイルスに対応したが、事業の継続に大きな支障があった／

対応策に基づく対応ができず、事業の継続に支障があった、等）

4. 機能しなかった（対応策に基づいて新型コロナウイルスに対応したが、

事業が継続できなかった/対応策に基づく対応ができず、事業が継続できなかった）

(N=124)

Single Answer
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

38.5%

43.4%

27.3%

46.2%

28.0%

45.5%

30.8%

1.4%

25.9%

30.8%

21.0%

27.3%

25.2%

27.3%

36.4%

18.2%

32.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

重要な要素（経営資源）の把握・見直し

BCPの策定・見直し

リスクマネジメントを踏まえた経営計画の策定・見直し

従業員とのコミュニケーションの強化

従業員の自宅における通信環境の整備（PC、タブレット、wi-fiルーターの配布等）

リスク要因発生時の緊急対応マニュアルの策定・見直し

重点事業の強化

所有資産（社屋、機械設備、工場等）の修理・点検

リスクへの対応担当者・チームの創設・見直し

54.0%

従業員の体調面・精神面のケアを行う外部サービス・ツール等の導入・拡充

2.7%

リスク発生時の連絡・安否確認手段（電話、緊急時連絡アプリ等）の

導入・拡充等見直し

所有資産（社屋、機械設備、工場等）に対する代替施設の確保・準備

資金繰り・調達（補助金、助成金、融資等）に関する情報収集

53.3%

自社内で起こり得るリスク事象の把握・見直し

備蓄品の購入・買い増し（量や種類の見直しも含む）

その他

31.3%

38.0%

46.7%

36.0%

36.7%

33.3%

65.3%

30.7%

18.0%

9.3%

35.3%

46.0%

36.0%

58.7%

避難訓練の開始・見直し

しかし、これからはリスクマネジメントの全体像や経営自体を見直す企業が多い中で、

目の前にある・あったリスクだけではなく、将来的なリスクもおさえる必要があるのでは

３. 「水面下」に潜む障がい者雇用のリスク

新型コロナウイルスの発生を受け、今までに取った・今後取る予定の対応策の内容

出所）NRI・NRIみらい「障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査」（2020年8月実施）

特例子会社
(N=143)(N=150)

2020年1月から

2020年６月までに取った

Multiple Answer 2020年7月以降に以降に

取った・取る予定

計
画

組
織
・
設
備
等
の

整
備
・
拡
充

訓
練
・
実
践
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例えば、今後の経営について漠然とこのような不安を感じている方もいるのではないか

３. 「水面下」に潜む障がい者雇用のリスク

新型コロナウイルス流行の影響から、派生して考えられる悩み

足元の影響 将来に対して漠然と感じている不安

親会社の社員がテレワークになったため、

これまで通り障がい者社員の職域を

維持することが難しいのでは…

職域を変えたとしても、障がい者社員や

指導員がついてこられないのでは…

障がい者雇用企業・組織として存在感が薄まり、

企業グループ全体で障がい者雇用に取り組む

意識が低下するのでは…

職域や働き方を変えると、これまで築いてきた

チームワーク等が失われるのでは…

働き方が変わることで、障がい者社員と

健常者社員の交流が減るのでは…

受注量・職域への影響

企業を支える社員の

健康への影響

働き方への影響
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 「水面下」にあるリスクを認識せず放っておくと、中長期的には顕在化し、さらなる経営リスクに繋がる可能性がある。

健康リスク

（社員の心身不調等）

事業環境悪化リスク

（顧客ニーズ・環境変化等）

「水面下」にあるリスク

現在
時間軸

出勤停止・制限リスク

（社員の出社制限等）

価値損失リスク

（存在意義の見直し等）

技能・モチベ喪失リスク

（社員のパフォーマンス低下、

急な変化に取り残される、等）

目の前にある／あったリスク

離散リスク

（“離れ小島”化／

インクルージョン阻害等）

在宅勤務による「顔の見えない」マネジメント、

業務の実施方法の変更、等

短期（～1年後） 中長期（～5年後）

さらなる経営リスク

・・・

*他にもリスクは存在するが、特に障がい者雇用に影響を及ぼすリスクに着目して整理。

目の前のリスクには対応できたとしても、その先に「水面下」のリスクが潜んでいるのでは？

３. 「水面下」に潜む障がい者雇用のリスク

障がい者雇用に対する

コストカットの要求増、

職域の変化、等

現場（健常者社員を含む）との交流減少、

親会社の経営環境の悪化による

障がい者雇用の優先度低下、等
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永続的に事業が不要になる、あるいは、これまで提供してきた組織としての価値が

認められなくなることで、組織としての存続が危うくなるのではないか

３. 「水面下」に潜む障がい者雇用のリスク

Ex2）障がい者の業務量が減ることで、業

績目標を達成できず、親会社から厳しい目

を向けられる

Ex1）事務系作業のニーズが減り、職域が

縮小する

 経営計画・ミッション等、企業・組織の目的や存

在意義の見直しを迫られる

 従業員を安定的に雇用できず離職の可能性が

高まり、法定雇用率の達成が危うくなる

価値損失リスク

具体例 リスク発現による企業・組織への影響

発注

価値損失リスクの具体例と影響
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これまで培ってきた障がい者社員のスキルやモチベーションが失われ、

組織全体のパフォーマンスが低下するのではないか

３. 「水面下」に潜む障がい者雇用のリスク

Ex2）新たな職域にチャレンジしたことで、

業務の実施方法が変わる中、変化に対応

しきれない障がい者社員や指導員が出る

Ex1）テレワーク導入で、チャットツールでしか

コミュニケーションができず、表情が見えない

ことで、何を考えているかわかりづらくなる

 売上や生産性が下がる

 急激な変化に対応しきれず、従業員のパフォーマ

ンスが低下する、あるいは組織内に不和が生じる

技能・モチベ喪失リスク

具体的な背景 リスク発現による企業・組織への影響具体例

技能・モチベーション損失リスクの具体例と影響
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企業グループ全体の障がい者雇用への関心が低下し、

障がい者雇用部署・組織が“離れ小島化”するのではないか

３. 「水面下」に潜む障がい者雇用のリスク

Ex2）企業グループ・組織内が障がい者雇

用の意義を見出せず、障がい者雇用に関

する施策や目標を検討する優先度が低下

する

Ex1）オフィスに集まって仕事をする機会が

減り、障がい者社員と親会社の現場社員

が互いを知る機会が制限される

 親会社や所属部署からの緊急時の指示が疎か

になり、身動きが取れなくなることで、必要なアク

ションを取ることが出来なくなる

 企業全体のD&Iの取組が阻害される

離散リスクの背景と影響

具体的な背景 リスク発現による企業・組織への影響具体例

離散リスクの具体例と影響
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目の前のリスクには対応できていたとしても、まだ認識されていないリスクが

今後顕在化し、さらなる経営リスクに繋がる可能性もあります。

今後の戦略策定においては「水面下」にあるリスクにも目を向けながら、

リスクの低減策や必要なリソースを再点検・準備してはいかがでしょう。
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４. おわりに
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以前の状態にそのまま戻ることは考えにくく、withコロナ時代のリスクを考える必要がある

４. おわりに

これからの改善を考える際には、水面下にある3つのリスクを押さえておいた方が良いのではないか

再掲

健康リスク

（社員の心身不調等）

事業環境悪化リスク

（顧客ニーズ・環境変化等）

「水面下」にあるリスク

現在
時間軸

出勤停止・制限リスク

（社員の出社制限等）

価値損失リスク

（存在意義の見直し等）

技能・モチベ喪失リスク

（社員のパフォーマンス低下、

急な変化に取り残される、等）

目の前にある／あったリスク

離散リスク

（“離れ小島”化／

インクルージョン阻害等）

在宅勤務による「顔の見えない」マネジメント、

業務の実施方法の変更、等

短期（～1年後） 中長期（～5年後）

さらなる経営リスク

・・・

*他にもリスクは存在するが、特に障がい者雇用に影響を及ぼすリスクに着目して整理。

障がい者雇用に対する

コストカットの要求増、

職域の変化、等

現場（健常者社員を含む）との交流減少、

親会社の経営環境の悪化による

障がい者雇用の優先度低下、等
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3つのリスクへの具体的な対応は様々。ただし、戦略策定時にリスクを意識し、リスクへの対応

策や必要なリソースを考えておくことは共通して必要

４. おわりに

3つのリスクへの対応

「水面下」のリスク

技能・モチベ喪失リスク

価値損失リスク

離散リスク

 自社の状況・目標等に合わせた

対応策

 必要なリソースの準備

対策
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3つのリスクには、存在意義、仕事の相手、将来等の“見えなさ”が共通している。

それらを“見える化”することが、対応策を考えるヒントになるのでは

４. おわりに

企業・組織の中で不透明になっていることと、それらを見える化する対応策

変化に対応することができず、

なぜこの仕事をするのかわからない…

障がい者社員がどんな人たちか、

どんな働き方をしているか見えない…

非常事態に何をすれば良いか

不透明…

障がい者社員

健常者社員

経営層

• 障がい者社員と健常者

社員がオンラインで一緒に

働き、障がい者社員の

働きぶりを広める

• 障がい者社員に対する

評価制度や目標の立て方

を見直す

• 非常事態にも柔軟な対応

ができるよう、障がい者雇

用の現状についてグループ

企業の役員と対話する

新型コロナウイルスの流行で見えづらくなったこと 考えられる対応策（例）

技能・モチベ喪失

離散

価値損失 離散

*吹き出しの右上は、関連するリスクの例

必要なリソース（例）

 一対一で障がい者社員の相談

に乗る人材（人）

 指導員やアドバイザーの追加人

件費（カネ）

 障がい者社員の困り事、新た

なニーズ（情報）

 オンラインで業務をするためのIT

ツール（モノ）

 新しい働き方を支援できる指

導員（人）

 親会社や組織の方向性

（情報）

 親会社や組織と認識をすり合

わせられる人材・人脈（人）
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新型コロナウイルス感染症の発生が自社に与えた影響や今後生じうるリスクを意識しながら、

持続可能な成長を実現していきましょう

４. おわりに

時間

提供価値

（事業・非事業）

足元 将来

100%

（通常のレベル）

0%

新型コロナウイルスの発生により、

これまで通り価値が発揮できなくなる

予期せぬリスクの発現により、

経営が危機にさらされる可能性

本パートのまとめ

受注量や働き方への影響度から

自社の状況を見定め、可能な限り早く復旧する

水面下のリスクを意識し、

リスクの低減策や必要なリソースを

準備することで、持続的に成長する
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ただし、事業ドメインや仕事の仕方（経営管理・現場社員を含む）を変えないと、リスクの

軽減には限界がある。次パートでは、事業ドメイン・ポートフォリオについて考える

４. おわりに

ミッション

経営計画

事業ドメイン

業務プロセス・

バリューチェーン

ヒト・モノ・カネに関する

組織・制度設計

作業手順・ワークスタイル

企業・組織の働く領域や場所を規定する

事業レイヤーは、リスクの発現に

大きく関与する
 事業の在り方が、リスクの影響や発生可能性

を決める

 企業・組織がリスクに強くなるためには、事業レ

イヤーの継続力を強化する必要があるのでは

真にリスクに強い企業・組織になるための検討事項
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参考資料
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(参考)新型コロナウイルスは障がい者雇用にピンチを招いたが、健常者とも不自由さを共有

している。皆で対応を模索することは、課題解決や新たな取組を進める契機にもなるのでは

参考資料

障がい者雇用で感じていた働きづらさや課題を健常者も感じるようになったのでは。

企業・組織全体で新型コロナウイルスによって引き起こされた課題に取り組む可能性も考えられる。

 対面での業務が当たり前

 健常者は出社前提で業務

を実施できるが、障がい者

は通勤にハードルがあった

り、対面でのコミュニケーショ

ンが難しい

 非対面も柔軟に取り入れる

 必要に応じてツールを活用

することで、出社でも遠隔で

も壁を感じない取組を模索

する

 社会全体で、外出や接触を等しく

制限される

 健常者も障がい者も対面に

とらわれないコミュニケーショ

ンに取り組むきっかけになる

新型コロナウイルスの流行による働き方の変化

コロナ以前
時間軸

足元・将来
コロナ発生

• 障がい者と健常者が一緒に仕事をしやすくなる

• 障がい者社員のできることが理解される

• 業務の幅が広がる

• 外出が難しい障がい者もオンラインで交流できる

• 障がい者社員への理解が深まる

• 関係ができることで実際に会いやすくなる

チャンス①業務拡大 チャンス②インクルージョンの促進


